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第１８１回 むつ市国民健康保険運営協議会会議録（敬称略） 

 

開催日時： 平成２８年１１月２２日（火）午後６時３０分 

場  所： はねやホテル ２階会議室 

出席委員： 木村和男、半田義秋、白井二郎、坂本大助、三上史雄、槇 泉、千田龍也、 

田中志昌、中村通男、堀内はつえ、中野昌勝、近原芳栄、立石由喜子  

（委員＝１３名） 

関係部局： 光野義厚（民生部長）、田中宏司（民生部政策推進監）、中村智郎（税務課長）、  

宮下圭一（税務課主幹）、工藤和彦（健康推進課長） 

事 務 局： 藤島 純（国保年金課長）、古屋敷均（国保ＧＬ）、佐藤めぐみ主任主査、  

上林啓史主任主査 

 

 

【事 務 局】 皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。  

定刻となりましたので始めさせていただきます。 

初めに、民生部長からご挨拶を申し上げます。 

 

【民生部長】 第１８１回むつ市国民健康保険運営協議会開会にあたりまして、一言ご挨拶を申

しあげます。 

本年度も残すところ、あと４ヶ月余りとなりましたが、委員の皆様におかれまし

ては、御多忙中にも関わらず、御出席くださいまして、誠にありがとうございます。 

さて、平成３０年度からの県単位化を控え、国保を取り巻く環境が、大きく変化

しており、保険者支援制度の拡充等、国保会計に、様々な影響が現れております。  

現在、県において、国保事業費納付金等の試算を行っておりますが、我々といた

しましては、試算結果が国保会計に与える影響を的確に捉えつつ、健全な運営に努

める必要があると考えているところであります。 

本日は、平成２８年度補正予算案等について、ご説明させていただきますので、

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

結びに、委員の皆様には、今後とも、むつ市国民健康保険の健全な運営のため、

御指導、御助言を賜りますようお願い申し上げ、挨拶とさせていただきます。  

 

【会  長】 それでは、ただ今から第１８１回むつ市国民健康保険運営協議会を開催いたしま

す。 

ただ今の出席委員数は、１３名で定足数に達しております。  

本日の案件は、「むつ市国民健康保険特別会計補正予算案について」「むつ市国

民健康保険税条例の一部を改正する条例案について」の２件となっております。  

会議に入ります前に、会議録署名委員を指名いたします。 

会議録署名委員は、三上史雄委員を指名いたします。 

それでは、案件１について、事務局から説明をお願いします。  

 

【事 務 局】 むつ市国民健康保険特別会計補正内容をご説明いたします。 

今回の主な補正は、歳出では、医療費の増加に伴う保険給付費の増額、歳入は、
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一般会計からの繰入金であります。 

まず初めに、歳入からご説明申し上げます。 

第３款 国庫支出金ですが、Ｃ型肝炎治療薬、肺がん治療薬の影響により、医療

費、特に高額療養費の増加に伴い、療養給付費等負担金、普通調整交付金を合わせ

て７４５万２，０００円増額しております。 

次に、第５款 前期高齢者交付金ですが、過年度精算額の確定に伴い、６８４万

４，０００円の減額となっております。 

次に、第６款 県支出金ですが、医療費の増加に伴い、普通調整交付金が１，３

５７万３，０００円の増額となっております。 

次に、第９款 繰入金ですが、今年度の税率改正により、軽減される金額が増加

したことにより、基盤安定負担金繰入金が１，４１８万２，０７３円の増額、軽減

世帯が増加していること、６０歳から７４歳の被保険者数が増加していることに伴

い、財政安定化支援事業繰入金が９４５万２，０００円の増額、その他繰入金のう

ち地方単独事業の現物給付に係る国庫負担減額分について、昨年度申請した調整交

付金において、集計に関する解釈の見直しによる対象医療費の減額があったことか

ら、１，０３０万５，３１８円の減額となっております。合計で、１，３３２万８，

７５５円の増額となっております。 

次に、第１１款 諸収入ですが、平成２７年度決算の確定に伴い、繰上充用金の

金額が確定したことから、２２６万５，０００円の減額となっております。 

続きまして、歳出をご説明いたします。 

まず、第２款 保険給付費ですが、Ｃ型肝炎治療薬の影響等により、特に高額療

養費が増加していることに伴い、合計で、１億１，３０３万円の増額となっており

ます。 

次に、第３款 後期高齢者支援金等ですが、１人当りの負担額の減少、前々年度

精算額の確定に伴い、６，９５４万３，０００円の減額となっております。 

次に、第６款 介護納付金ですが、被保険者の減少、前々年度精算額の確定に伴

い、２，３７５万５，０００円の減額となっております。 

次に、第１１款 諸支出金ですが、前年度療養給付費負担金の精算額の確定に伴

い、７７７万８，０００円の増額となっております。 

最後に、第１３款 繰上充用金ですが、平成２７年度決算の確定に伴い、２２６

万５，０００円の減額となっております。 

以上の補正によりまして、歳入歳出それぞれ２，５２４万５，０００円の増額補

正となっておりまして、歳入歳出総額は、８５億１２４万５，０００円となります。 

案件１の説明は以上です。 

 

【会  長】 ただ今の、事務局の説明について、ご質問はありませんか。 

 

【半田委員】 高額薬剤の保険適用はいつですか。 

 

【課  長】 Ｃ型肝炎治療薬については、昨年の１０月からです。患者数は、前回の８月に開

催したときには、月４件前後ということでご説明いたしましたが、現在は月２件程

度になっております。 
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【半田委員】 月４件程度で、こんなにも増額しなければならないものでしょうか。  

 

【課  長】 これ以外に血友病患者もおりまして、高額な医療費がかかっておりますので、保

険給付費が足りなくなる可能性があるということです。 

 

【半田委員】 保険給付費の増額はＣ型肝炎だけではないということですか。  

 

【課  長】 Ｃ型肝炎以外では、肺がん治療薬の影響もあります。 

 

【会  長】 肺がん治療薬の利用者はむつ市にいるのですか。 

 

【課  長】 むつ市の国保では１名となっております。 

 

【会  長】 他にございませんか。 

ないようですので、以上で、案件１の審議を終了します。次に案件２について、

説明をお願いします。 

 

【事 務 局】 それでは、案件２につきましてご説明いたします。 

今回の改正は、日本と台湾の間の税の取扱いに限った改正であり、非常に限定的

なものとなっております。結論から申し上げますと、むつ市内に該当者はなく、国

保会計への影響はないということになります。 

まず、背景ですが、台湾は国家ではないため、日本と台湾には条約が存在せず、

租税条約が存在しません。そのような状況の中、平成２７年１１月２６日に、日本

と台湾の交流の窓口となっている、公益財団法人交流協会（日本）と亜東関係協会

（台湾）との間で、「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止の

ための公益財団法人交流協会と亜東関係協会との間の取決め」への署名が行われて

おります。この取決めを租税条約と同等のレベルで取扱うために、国内法の整備が

必要となり、所得税法の一部改正が行われ、平成２９年１月１日から施行されるこ

ととなりました。 

ここから先が市の対応となるわけですが、所得税法が改正されたことによりまし

て、海外金融機関等に係る利子所得、海外株式等に係る配当所得等については、住

民税では分離課税されることとなります。このことを受けて、国保税条例では、基

礎課税分、後期支援金分、介護納付金分それぞれにおける所得割の算定及び２割・

５割・７割軽減を判定する際の所得に、特例適用利子等、特例適用配当等を分離せ

ずに含める条文を追加するという改正を行うものであります。 

冒頭にも申し上げましたが、むつ市内に該当者はなく、国保会計への影響はない

ということになります。 

案件２につきましては以上です。 

 

【会  長】 ただ今の、事務局の説明について、ご質問はありませんか。  

 

【白井委員】 この条例改正の改正時期はいつですか。 
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【事 務 局】 平成２９年１月１日からの施行となりますので、１２月議会に提案をさせていた

だきます。 

 

【会  長】 他にございませんか。 

ないようですので、以上で、案件２の審議を終了します。 

ここまでで、他に何かございませんか。 

事務局から他にありませんか。 

 

【課  長】 今年度の状況をご説明いたします。 

まず、医療費の状況ですが、一人当たり医療費の見込みは、３２２，７８５円と

なり、上半期では前年度と比較しまして約５％の増となっております。給付費につ

きましては、高額療養費が伸びているということを踏まえますと、４３億円を超え

るものと予想されます。これは、Ｃ型肝炎、肺がん、血友病等の高額な治療費が影

響しているわけですが、５９％が高額医療費共同事業交付金で補てんされますし、

それ以外の部分についても国庫負担等で補てんされますので、それほど大きな影響

はないものと考えております。 

次のページですが、昨年度は、１１月から３月にかけて医療費が上がりまして、

その流れで今年度が始まりましたが、徐々に下がってきております。このまま推移

してくれれば良いのですが、例年、１１月頃から医療費は上昇しますので、今後も

注意深く見守りたいと考えております。 

次に、もう１点ございます。 

現在、県の国保改革ワーキンググループにおいて、平成３０年度に向けた協議を

行っておりまして、今日も６回目の会議に出席してきました。  

平成３０年度から新しい国保制度が始まりますが、同時に市町村の国保運営協議

会の役割も、国保制度全般から、保険給付、保険税、その他ということで、少し限

定的になります。また、当市の被保険者数も平成１７年３月の合併時には３万人以

上でしたが、現在は、１６，３２７人ということで、５４％まで縮小してきている

ということも踏まえまして、平成３０年度に向けて当市の国保運営協議会のあり方

を協議したいと考えております。今回は、現状をお知らせしまして、次回以降、具

体的な案をお示ししまして、協議していただければと考えております。  

 

【会  長】 何か質疑はありませんか。 

 

【白井委員】 県に移管するまでにということですか。 

 

【課  長】 この見直しに関しましては、２月の次回開催で案をお示しします。委員数を変え

るとなりますと、条例改正も必要になりますので、その時期を見据えながら審議し

ていただきたいと考えております。 

 

【白井委員】 議員が３名おりますが、来年の１１月が任期ですので、そのあたりを加味して決

めていただければと思います。 
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【課  長】 分かりました。 

 

【会  長】 他にございませんか。 

 

【事 務 局】 事務局から次回の予定をお知らせします。次回の開催は２月２０日月曜日を予定

しております。 

 

【会  長】 委員方から何かございませんか。 

ないようですので、以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。 

ご協力ありがとうございました。 


